
３．令和４年度の財務諸表について
（１）貸借対照表

（１）資産 (単位：百万円）

令和4年度 令和3年度 増▲減

147,418 145,037 2,381

120,313 121,108 ▲ 795

土地 53,205 53,205 -                

※１ 建物 37,476 38,161 ▲ 685

※２ 構築物 2,076 2,017 59

※３ 機械装置・工具器具備品 7,215 9,258 ▲ 2,043

図書 4,668 4,658 10

船舶 1,023 1,374 ▲ 351

※４ 建設仮勘定 5,521 2,951 2,570

※５ 投資有価証券 8,717 9,069 ▲ 352

その他 407 411 ▲ 4

※６ 現金及び預金 19,586 15,742 3,844

※７ 未収入金 5,661 5,419 242

※８ 有価証券 1,200 2,117 ▲ 917

医薬品及び診療材料 570 549 21

その他 86 100 ▲ 14

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

■　令和4年度　資産、負債・純資産の構成

※１　建物は、動物実験施設改修、法文学部2
号館改修等による増加よりも、減価償却累計
額の増加の方が大きいため減少しておりま
す。

※２　構築物は、ライフライン再整備等による
増加もありますが、減価償却累計額の増加も
影響しています。

固定資産

資産の部

※３　機械装置・工具器具備品は、新規の取
得による増加よりも、減価償却累計額の増加
の方が大きいため減少しております。

　決算日における法人の財政状態を明らかにし、負債の部は「資金の調達源泉」、資産の部は「調達された資金の運
用形態」を示します。

勘定科目

3,17623,92827,104流動資産

※４　建設仮勘定は、(桜ヶ丘)外来診療棟・病
棟（Ａ棟）新営等により増加しております。

※５　投資有価証券は、満期前の証券の解約
等により減少しております。

※７　未収入金は、未収附属病院収入が89％
を占めており、補助金等が入金されたことによ
り未収金が減少しております。

※８　有価証券は、満期を迎えた証券及び満
期前の証券を解約や譲渡性預金が減少したた
めです。

※６　現金及び預金の増加の内訳は、外部資
金及び運営費交付金の翌年度繰越、投資有
価証券・有価証券の解約及び附属病院収入の
増加や経費節減等により増加しております。

土地
36%

建物・構築

物

27%

機械装置・工

具器具備品

5%

図書

3%

船舶

1%

その他

10%

流動資産

18% 固定負債

22%

流動負債

12%

政府出資金

48%

資本剰余金

2%
積立金

6%

当期未処分利益

10%

合計

147,418
百万円

負債・純資産資 産

合計

147,418
百万円
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（２）負債・純資産 (単位：百万円）

令和4年度 令和3年度 増▲減

49,631 61,354 ▲ 11,723

32,180 43,416 ▲ 11,236

資産見返負債 -                13,622 ▲ 13,622 ※１

借入金 21,736 20,669 1,067 ※２

その他 10,443 9,125 1,318 ※１

17,451 17,937 ▲ 486

運営費交付金債務 105 -                105 ※３

寄附金債務 5,130 5,141 ▲ 11

一年以内返済予定借入金 1,878 1,842 36 ※２

未払金 7,396 8,540 ▲ 1,144 ※４

その他 2,939 2,412 527 ※５

純資産の部 97,787 83,683 14,104

資本金（政府出資金） 70,643 70,643 -                

資本剰余金 3,530 4,302 ▲ 772 ※６

積立金（利益剰余金） 8,692 7,581 1,111 ※７

14,920 1,156 13,764 ※８

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

（２）純資産変動計算書

(単位：百万円）

令和４年度 令和３年度 変動額

資本金 97,787 83,683 14,104

資本金 70,643 70,643 -                

資本剰余金 3,530 4,302 ▲ 772

利益剰余金 23,612 8,737 14,875

前中期目標期間繰越積立金 8,692 2,747 5,945 ※９

教育研究環境整備積立金 -                2,385 ▲ 2,385

積立金 -                2,448 ▲ 2,448

当期未処分利益 14,920 1,156 13,764

評価・換算差額等 -                -                -                

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

※３　運営費交付金債務は、年俸制導入経
費、退職手当の繰越分及び修士及び博士課
程の定員未充足分の返還予定分となっており
ます。

※２　借入金・一年以内返済予定借入金は、
令和４年度は(桜ヶ丘)外来診療棟・病棟（Ａ棟）
新営等により増加しております。

固定負債

負債の部

科目

勘定科目

当期未処分利益・損失
（利益剰余金）

※４　未払金は、大きく減少しているように見え
ますが、令和３年度は3月納品が多く、令和４
年度が例年通りとなっております。

※５　流動負債のその他は、資産見返負債廃
止に伴い建設仮勘定分が預り施設費に振替え
られたこと等により減少しております。

※８　当期未処分利益は、当該年度の当期総
利益額です。

流動負債

　貸借対照表の純資産の部に計上されている
各項目が、一事業年度でどのように変動した
かを表すものです。

※９　前中期目標期間繰越積立金は、令和３
年度が中期計画期間最終年度であったため、
第Ⅲ中期計画期間の前中期目標期間繰越積
立金に令和４年度に繰り越す運営費交付金及
び目的積立金等を加えて計上しております。

※１　資産見返負債は、運営費交付金・授業
料・補助金等・寄附金を財源とした取得した資
産の費用（減価償却費）発生時に損益均衡さ
せるための収益に対する負債科目であり、令
和４年度から廃止されました。補助金等のみは
「長期繰延補助金等」と名称が変更になり、そ
の他に含まれております。

※６　資本剰余金は、国から措置された施設
費補助金等で固定資産を取得した場合など、
国立大学法人が財産的基礎を構成すると認め
られた際に計上されますが、令和４年度は除
却資産分を修正したためです。

※７　積立金は、令和３年度の当期未処分利
益1,156百万円が積立金に認められ、令和４年
度に44百万円取崩を行ったためです。

ミカタ7P
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（３）損益計算書

（１）費用 (単位：百万円）

令和4年度 令和3年度 増▲減

52,296 51,966 330

51,061 50,787 274

※１ 教育経費 3,082 3,198 ▲ 116

※２ 研究経費 2,251 1,916 335

※３ 診療経費 18,722 18,203 519

教育研究支援経費 505 454 51

受託研究費等 1,509 1,454 55

※４ 人件費 24,988 25,560 ▲ 572

一般管理費 1,154 1,103 51

財務費用 80 74 6

-                1 ▲ 1

※５ 臨時損失 290 745 ▲ 455

※６ 14,920 1,156 13,764

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

（４）利益の処分に関する書類

(単位：百万円）

令和４年度 令和３年度 増▲減

当期未処分利益 14,920 1,156 13,764

　　当期総利益・損失 14,920 1,156 13,764

　 前期繰越欠損金 -                -                -                

利益処分額　 14,920 1,156 13,764

※７ 3,086 658 2,428

11,834 497 11,337

※２　研究経費は、光熱水費の高騰、コ
ロナの規制緩和に伴う旅費交通費及び
移転費等の委託費等の増加によるもの
です。

当期総利益・損失

雑損

勘定科目

積立金
（目的積立金相当額以外）

積立金
（目的積立金相当額）※中期目標期間最終年度は、目的積立

金相当額として繰越申請します。

※7　当期総利益には、中期目標期間中
に教育研究診療の質の向上及び組織運
営の改善を図るために積み立てる額とし
て、経営努力認定を受けるべく文部科学
大臣に申請する目的積立金3,086百万円
（現金の裏付けがある利益）が含まれて
おります。

科目

収益から費用を差し引きした金額を利益とし、一事業年度における国立大学法人の運営状況を明らかにしています。

　国立大学法人は、効率的な業務運営による経費の削減や自己収入の増加など、経営努力が認められた
場合には発生した利益を目的積立金として中期計画に沿って教育研究等の環境整備に活用することができ
ます。

※１　教育経費は、光熱水費の高騰及び
コロナの規制緩和に伴う旅費交通費等
による増加よりも、消耗品費の減少（経
費節減）が大きいためです。

※４　人件費は、保育士及び看護師の処遇
改善による増加よりも、退職手当や後任補充
の欠員等により教職員数の減少等による減
少の方が大きいためです。

※５　臨時損失は、保険会社負担分も含
む附属病院における訴訟の損害賠償等
によるものです。

経常費用

業務費

※３　診療経費は、診療報酬稼働額増加
に伴う注射薬等の医薬品費及び医療材
料等の増加及び光熱水費の高騰による
ものです。

※６当期総利益

経常収益

経常費用

経常利益

臨時利益

臨時損失

目積取崩

当期総利益

55,352百万円

▲ 52,296百万円

3,056百万円

12,107百万円

▲290百万円

47百万円

14,920百万円

※６当期総利益
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（２）収益 (単位：百万円）

令和4年度 令和3年度 増▲減

55,352 53,336 2,016

15,065 15,300 ▲ 235 ※１

学生納付金収益 6,140 5,261 879 ※２

附属病院収益 27,413 26,681 732 ※３

受託研究等収益 1,485 1,441 44

寄附金収益 1,381 1,009 372

補助金等収益 2,237 1,342 895 ※４

施設費収益 463 99 364 ※５

資産見返負債戻入 -                994 ▲ 994 ※６

財務収益 8 29 ▲ 21

雑益 1,156 1,175 ▲ 19

臨時利益 12,107 301 11,806 ※７

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

■　令和4年度　経常費用、経常収益の構成

科学研究費補助金等の直接経費は貸借
対照表の流動負債（預り科研費等）に計
上されております。

※７　臨時利益は、資産見返廃止に伴い
令和3年度に計上していた負債（補助金
分除く）を臨時利益で収益化を行ってお
り、附属病院における訴訟の損害賠償
（保険会社負担分）も含まれております。

※５　施設費収益は、災害復旧事業費
等に伴う撤去費等によるものです。

※１　運営費交付金収益は、資産見返
負債の影響もありますが、令和３年度は
中期計画最終年度であり、翌期に繰り越
す退職手当等を収益化したことやミッショ
ン実現加速化促進経費等による配分額
が減少したことによるものです。

※２　学生納付金収益は、授業料収益
が最も増加しておりますが、学生数の増
減の影響ではなく、資産見返負債の廃止
に伴う影響によるものです。

※３　附属病院収益は、（コロナにより患
者数は減少したものの）平均在院日数の
短縮、手術件数の増加により入院診療
単価及び外来診療単価が向上したため
です。

※４　補助金等収益は、新型コロナウイ
ルス感染症に伴う補助金等の増加によ
るものです。

勘定科目

※６　資産見返負債戻入は、資産見返
の廃止に伴うものです。

目的積立金取崩額・前中期目
標期間繰越積立金取崩額

▲ 18222947

経常収益

運営費交付金収益

運営費交付

金収益

27%

学生納付金

収益
11%

附属病院収益
50%

受託研究等収益

3%
補助金収益

5%

寄附金収益

2%

その他

2%教育経費
6%

研究経費

4%

診療経費

36%

教育研究支

援経費
1%

受託研究費等

3%

人件費

48%

一般管理費

2%

合計

52,296
百万円

経常収益経常費用

合計

55,352
百万円
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（５）キャッシュフロー計算書

　　一事業年度の資金（キャッシュ）の流れを一定の活動別に区分し、実際の資金の流れを表しています。　　

(単位：百万円）

令和４年度 令和３年度 増▲減

7,035 6,859 176

▲ 25,490 ▲ 25,558 68

※１ 原材料、商品、サービスの購入等の業務支出 ▲ 21,519 ▲ 21,057 ▲ 462

運営費交付金収入 15,170 15,326 ▲ 156

学生納付金収入 5,468 5,517 ▲ 49

附属病院収入 26,994 26,572 422

※２ その他の業務収入 6,412 6,058 354

国庫納付金の支払額 ▲ 1 -               ▲ 1

▲ 6,395 ▲ 5,094 ▲ 1,301

※３ 有価証券の取得及び定期預金の預入による支出 ▲ 24,070 ▲ 21,130 ▲ 2,940

有価証券の償還及び定期預金の払戻による収入 22,419 20,270 2,149

※４ 固定資産の取得による支出 ▲ 6,931 ▲ 5,716 ▲ 1,215

固定資産の売却による収入 2 1 1

大学改革支援・学位授与機構への納付による支出 -               -               -               

施設費による収入 2,027 1,287 740

利息及び配当金の受取額 157 192 ▲ 35

245 ▲ 488 733

▲ 1,842 ▲ 1,686 ▲ 156

※５ 2,946 2,128 818

▲ 788 ▲ 856 68

▲ 69 ▲ 74 5

Ⅳ　資金に係る換算差額 ▲ 11 10 ▲ 21

Ⅴ　資金増加額（又は減少額）【Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ】 874 1,286 ▲ 412

Ⅵ　資金期首残高 14,738 13,451 1,287

※６ Ⅶ　資金期末残高【Ⅴ＋Ⅵ】 15,612 14,738 874

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

科目

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出

※５　長期借入による収入
は、桜ヶ丘)外来診療棟・病
棟（Ａ棟）に伴う建設仮勘定
増等によるものです。

長期借入金及び大学改革支援・学位授与機構債務負
担金の返済支出

長期借入による収入

リース債務の返済による支出

利息の支払額

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

※６　資金期末残高には定
期預金は含みません。

業務活動によるキャッシュ・
フロー
　昨年度と比較して増加して
いることから、教育・研究・
診療等の業務活動のキャッ
シュは担保できています。

※２　その他の業務収入
は、補助金等収入の増加に
よるものです。

※1　原材料、商品、サービ
スの購入等の業務支出は、
光熱水費の高騰や診療報
酬稼働額増に伴う診療経費
増によるものです。

投資活動によるキャッシュ・
フロー
　昨年度と比較して多く支出
しており、投資活動を積極
的に行っております。

財務活動によるキャッシュ・
フロー
　プラスになっていることか
ら、借入金が償還等よりも
高額になっております。

※３　有価証券の取得及び
定期預金の預入による支
出は、譲渡性預金増等に伴
うものです。

※４　固定資産の取得によ
る支出は、(桜ヶ丘)外来診
療棟・病棟（Ａ棟）に伴う建
設仮勘定増等によるもので
す。
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（６）決算報告書

(単位：百万円）

（当初）予算額 決算額 増▲減

※１ 15,093 15,171 78

2,058 2,010 ▲ 49

※２ 651 2,245 1,594

18 18 -                

32,398 33,347 949

5,545 5,469 ▲ 76

※３ 26,163 26,995 832

-                -                -                

※４ 690 883 193

※５ 2,775 3,226 451

産学連携等研究収入 1,600 1,739 139

寄附金収入 1,175 1,487 312

-                46 46

2,951 2,946 ▲ 5

※６ -                44 44

55,943 59,052 3,109

45,966 43,838 ▲ 2,127

※７ 20,992 20,053 ▲ 940

※８ 24,973 23,785 ▲ 1,188

5,027 4,974 ▲ 53

236 1,848 1,612

2,775 2,946 171

1,600 1,764 165

1,175 1,181 7

1,940 1,898 ▲ 42

55,943 55,505 ▲ 439

-                3,548 3,548

内訳 3,086

462

■　令和4年度　収入、支出決算額の構成

　国等からの措置に応じた財源（予算）別に管理し、当初予算（予算額）と比較して報告しており、基本的に
は現金主義ですが、期末時点では納品済で未払の状態であっても支出として整理する等一部異なります。

施設整備費補助金

雑収入

授業料、入学金及び検定料収入

運営費交付金

科目

補助金等収入

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金

自己収入

※１　運営費交付金は、特
殊要因運営費交付金等の
追加措置によるものです。

※３　附属病院収入は、平
均在院日数の短縮、手術件
数の増による入院診療単価
の向上及び外来診療収益
増等によるものです。

※４　雑収入は、新型コロナ
ウイルス予防接種料収入等
を獲得したためです。

※２　補助金等収入は、新
型コロナウイルス感染症に
伴う補助金及び授業料免除
交付金等を獲得したためで
す。

※７　教育研究経費は、経
費の節減に努めたためで
す。

業務費

施設整備費

補助金等

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

診療経費

教育研究経費

収入　計

※６　目的積立金取崩は、
予算段階では計上していな
かった前中期目標期間繰越
積立金の取崩しによるもの
です。

※５　産学連携等研究収入
及び寄附金収入等は、外
部資金の獲得に努めたた
めです。

産学連携等研究費

附属病院収入

財産処分収入

長期借入金収入

目的積立金取崩

産学連携等研究収入及び寄附金収入等

引当金取崩

※　単位未満の端数処理の
関係上、合計額等が合わな
い場合があります。 外部資金等翌年度繰越

目的積立金申請

※８　診療経費は、新型コ
ロナウイルス感染症に伴う
補助金による診療経費の補
填や再開発整備等の後年
度負担に備える経費節減等
によるためです。 収入　－　支出

長期借入金償還金

支出　計

寄附金事業費

運営費交付

金
26%

学生納付金収入

9%

附属病院収

入
46%

補助金等収入

7%

長期借入金収入

5%

雑収入

2%

引当金取

崩
0%

合計

59,052
百万円

教育研究経費

36%

診療経費
43%

施設整備

費
9%

長期借入

金償還金
4% 補助金等

3%

産学連携等

研究経費等
5%

合計

55,505
百万円

収 入 支 出
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（７）財務諸表の関連図

支出 資産

80,725 147,418

臨時損失 290

臨時利益 12,107

繰越積立金取崩等 47

0

期末残高

15,612 （内数）

現金・預金　19,586

　（うち定期外　15,612）

（内数）

決算額

収入 （内訳）

59,052 目的積立金 3,086 期末残高

積立金 11,834

収支差 3,548

（内訳）

3,086

462

変動額

※　単位は百万円です。 14,104

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

※　令和４年度より国立大学法人等業務実施コスト計算書が廃止になりました。

※　令和４年度より会計期間内の純資産の流れを示す純資産変動計算書が追加になりました。

目的積立金申請

外部資金等翌年度繰越

期首残高

83,683

55,505

支出

【国の会計制度に準拠】

負債

【一事業年度内の資金の流れ】

決算報告書

当期未処分利益

97,787

14,920

純資産

81,600

【未処理利益の処分内容】

利益の処分に関する書類（案）

附属明細書

【貸借対照表・損益計算書の補足書類】

利益処分額

97,787

損益計算書貸借対照表

14,920

52,296

経常収益

55,35249,631

14,920

当期総利益

純資産変動計算書

【一事業年度内の純資産の流れ】

キャッシュ・フロー計算書

収入

14,738

期首残高

経常費用

【一事業年度の運営状況】【期末時点の財政状態】
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　（８）経常費用・経常収益推移

　　■経常費用（H16～R４）

　　■経常収益（H16～R4）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

経常収益 運営費交付金収益 学生納付金収益 附属病院収益 外部資金収益 その他（百万円）

運営費交付金収益は、ミッション実現加速化係数により減少

傾向にあるため、運営資金の確保が重要となってきています。

平均在院日数の短縮、手術件数の増加により入院単価及び

外来診療単価等により増加傾向にあります。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

経常費用 教育経費 研究経費 教育研究支援経費 診療経費 受託研究費等 人件費 一般管理費等

（年度）

人件費は、経常費用の約半分を占めており、増加傾向ではあったた

め、人件費管理計画を実施し削減に努めております。なお、病院の人

件費も含まれております。

（百万円）

（年度）

診療経費は、診療収益増加と連動しており、診療報酬稼働

額増加に伴う医薬品・材料等により増加傾向にあります。
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